
＜次世代育成支援・女性活躍促進分野＞

結婚の希望を叶えるための取組

〔リーダー：山口県〕

都道府県名 事業名 スライド

岩手県 結婚支援センター事業 1

秋田県 出会い・結婚支援事業 2

山形県 やまがたハッピーライフプロジェクト事業 3

福島県 結婚から子育てまでみんなで支える環境
整備事業 4

栃木県 結婚から子育てまでの切れ目のない支援
事業 5

埼玉県 SAITAMA出会いサポートセンター事業 6

石川県 結婚支援推進事業 7

福井県 職場の出会い応援事業 8

長野県 婚活支援センター設置事業 9

岐阜県 結婚支援事業 10

愛知県 「あいこんナビ」 を活用した結婚支援事業 11

都道府県名 事業名 スライド

三重県 みえの出逢い支援事業 12

兵庫県 出会い支援事業 13

和歌山県 結婚支援事業 14

広島県 出会い・結婚支援こいのわ事業 15

山口県 ぶち幸せおいでませ！結婚応縁事業 16

徳島県 とくしま結婚支援プロジェクト 17

香川県 縁結び・子育て美容－ｅｋｉ事業 18

高知県 総合的な出会い・結婚支援事業 19

福岡県 メールマガジン「あかい糸めーる」共同利
用事業 20

福岡県 企業トップによる結婚応援宣言推進事
業 21

＜事業推進上の課題＞
・ センター会員における地域差（県北、県南地域が少ない）

及び男女差（H30会員男609人：女325人）

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 結婚支援拠点の運営経費に対する財政支援

がなく、支援制度（地域少子化対策重点推進
事業）の拡充について要望したい。

結婚の希望を叶えるための取組 「結婚支援センター事業【岩手県】」

１．事業目的
結婚を希望する男女への出会いの場の提供

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
① お見合い相手の候補者選定に独自のマッチングシステムを

活用
② 県のほか、県内全市町村、主要関係団体が参画（負担金拠

出）し、オール岩手の取組として事業実施

結婚支援センター（“いきいき岩手”結婚サポートセンター）ＨＰ
URL：http://www.ikiiki-iwate.com/

・ センター入会登録者数2,013人、マッチング件数1,536件、
成婚数58組、会員数934人、（H31.3月末）

※センター設置：平成27年10月1日

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：２８，３２０千円 ・平成３１年：４０，２１５千円
・平成２９年：４０，１８５千円
・平成３０年：４１，９２１千円

予算推移

事業推進上の課題等

・ 少子化の要因の一つとして未婚化、晩婚化の進行
・ 結婚していない理由として「適当な相手にめぐり会わない」が

最も多い

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
• 婚姻数の減少

• 結婚支援センター登録者数の伸び悩み、女性会員の少
なさ（男：女＝６：４）

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 地域少子化対策重点推進交付金の運用の

弾力化、対象範囲の拡大等の見直しを要請

結婚の希望を叶えるための取組 「出会い・結婚支援事業【秋田県】」

１．事業目的
• 結婚を望む独身男女の出会いの提供
• 婚姻数の増加

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

①県と県内全市町村、複数の民間構成団体が共同で、「あきた結
婚支援センター」を運営。

②1対1の出会いの他、多人数での出会いイベント、世話焼き人

（結婚サポーター）、自社の独身従業員に対する結婚支援を行う
企業への支援など、ワンストップの総合的な支援を提供。

③県内に3か所の常設センターを設置。遠方に居住する会員に配
慮し、県内各地で出張センターを開設。

④マッチングシステムをリニューアルし、登録会員のスマートフォ
ンやＰＣなどからお相手検索やマッチング申込み等を可能とする
ことで、会員の利便性等を大幅に向上。

• 成婚報告者数 1,326人
• 現在の会員数 1,815人（累計5,739人）
• お見合い実施数 107回/月（累計9,359回）
• 交際開始組数 25組/月（累計2,402組）
• イベント開催件数 112回/年（累計1,337回）
• イベント参加者数 2,264人/年（累計32,931人）

※ H23.4～H31.3の実績値事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：45,932千円（一財・地域少子化対策交付金）
・平成２９年：59,031千円（一財・地域少子化対策交付金）
・平成３０年：31,798千円（一財・地域少子化対策交付金）
・平成３１年：46,616千円（一財・地域少子化対策交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

• 全国の中で最も速いペースで少子化が進行、その原因の一つ
として晩婚化・未婚化が指摘

• 婚姻率は平成12年以来、18年連続で全国最下位

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
女性の登録会員数の拡充

（平成３１年３月末現在 男性：女性＝６４：３６）
＜横展開に向けての提言＞

○規制緩和 なし
○財政支援

地域少子化対策重点推進交付金が弾力的かつ継続的
に展開できる補助制度となるよう要請。

結婚の希望を叶えるための取組 「やまがたハッピーライフプロジェクト事業【山形県】」

１．事業目的

若い世代の結婚観や家庭観を醸成し社会全体で結婚を応援する
気運づくりを進めるとともに、出会いから結婚までの継続的かつ総
合的な支援を充実し、結婚を望む一人ひとりの希望が叶う社会の
実現を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①『やまがた出会いサポートセンター』の運営・機能強化

システムを活用した１対１のお見合い支援サービスの提供
結婚希望者の婚活力向上支援
結婚に関する総合相談窓口の設置（結婚支援の各種サービス
をワンストップで紹介し、本人に適した婚活スタイルを提案）

②ボランティア仲人『やまがた縁結びたい』の活動支援
定期的な情報交換会や仲人活動スキルアップ研修会の実施
結婚希望者や親御さんを対象とした結婚相談会の開催

③若い世代のライフデザイン形成支援
学生や若手社会人が人生設計を考えるライフデザインセミ
ナーの開催

④結婚新生活のスタートアップ支援
若い世代の結婚の希望を早期に実現するための住居費等へ
の支援

・『やまがた出会いサポートセンター』は県や県内全市町村、
経済団体などが連携して設立した団体で、全県一体となっ
た結婚支援を展開
Ｈ２８ お見合い：４０５組、交際成立：１３９組、成婚：４５組
Ｈ２９ お見合い：５４３組、交際成立：１６６組、成婚：５１組
Ｈ３０ お見合い：６３３組、交際成立：１９４組、成婚：６６組

・『やまがた縁結びたい』は４９の個人・団体が県の委嘱を
受け活動（平成３１年４月１日現在）
Ｈ２８ お見合い：４４７組、交際成立：２１５組、成婚：３５組
Ｈ２９ お見合い：６３４組、交際成立：３０３組、成婚：３２組
Ｈ３０ お見合い：６１５組、交際成立：２９８組、成婚：３１組

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：７５，０６７千円（一財・少子化対策交付金）
・平成２９年：６７，７７４千円（一財・少子化対策交付金）
・平成３０年：７２，０６２千円（一財・少子化対策交付金）
・平成３１年：６２，９８８千円（一財・少子化対策交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・本県の生涯未婚率は全国と同様に大幅に上昇
・平均初婚年齢も上昇の傾向
・独身者を対象にした県の調査では、結婚したいと回答した若者

が８割にもかかわらず、その６割が出会いが少ないと回答

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
センター運営のため、財源の継続的、安定的確保

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

地域少子化対策重点推進交付金の運用の弾力化

結婚の希望を叶えるための取組 「結婚から子育てまでみんなで支える環境整備事業【福島県】」

１．事業目的

結婚を望む人が結婚できる、安心して子育てできる環境を築き上
げていくことを目的とする。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
① 結婚から子育てまで切れ目なく支援するため、「ふくしま結婚・

子育て応援センター」の運営し、センターを中心にライフステー
ジ毎に応じた各種事業を実施

② 結婚マッチングシステム「はぴ福なび」の運営
③ 結婚、妊娠・出産、子育て支援についてボランティアで行う「世

話やき人」の養成、活用
④ センター実施の事業を社内従業員・顧客へ周知、広報、 従

業員の「はぴ福なび」会員登録協力等を行う「ふくしま結婚
サポーター企業」の活用、掘り起こし、交流会の開催等

⑤ 男性の積極的な子育てを後押しするため、プレパパ、子育て
中の男性にむけたセミナー、相談会の開催

⑥ 国の地域少子化対策重点推進交付金を活用し、市町村が独
自に実施する少子化対策事業への支援

⑦ 孫がいる祖父母を対象に育児セミナー、相談会及び育児セミ
ナー等を開催

・ふくしま結婚・子育て応援センター相談業務 ３，２８５件（H30）
・「はぴ福なび」登録者数 ２，１２５名
・世話やき人登録者数 ９２名
・ふくしま結婚サポーター企業 １７９社
・ふくしまイクメン事業 １６９組５２３名参加

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：１３０，３１７千円

（地域少子化対策重点推進交付金・その他）
・平成２９年：１０３，５６８千円

（地域少子化対策重点推進交付金・その他）
・平成３０年：９５，４３３千円

（地域少子化対策重点推進交付金・一財・その他）
・ 平成３１年：８０，９１２千円

（地域少子化対策重点推進交付金・一財）

予算推移

事業推進上の課題等

・本県の合計特殊出生率は１．５７（全国平均は１．４３）であり、全
国平均を上回っているものの、未婚率の上昇や晩婚化の進行に伴
う出生数の減少等により、県内の人口が減少し、活力が失われか
ねない状況。

取組の背景

新
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結婚の希望を叶えるための取組 「結婚から子育てまでの切れ目のない支援事業【栃木県】」

・未婚化、晩婚化、晩産化が進み、希望する子どもの数を生み育て
ることができなくなっている。

・結婚を望む未婚者から「出会い」や「経済的な不安」が課題に挙げ
られている。

取組の背景

１．事業内容及び特長
県、市町村及び関係団体で構成する「とちぎ未来

クラブ」において結婚から子育てまで切れ目のない
支援を実施する。

①とちぎ結婚支援センターの設置
本県の結婚支援をワンストップで行う結婚総合窓口

としてマッチングシステムを活用したサービス等を提供。
・宇都宮市、小山市、那須塩原市の県内３箇所に設置。
・出会いイベントの主催・共催、地域ボランティアが紹介等により引き合わせる結
婚支援策等を展開。
・H31年度にマッチングシステムの機能を強化（検索項目の追加、お試し検索等）。

②とちぎ結婚応援カード（愛称：とちマリ）の発行
H29年度から新婚夫婦や２年以内に結婚を予定しているカップル

を対象に事業協賛店舗から特典サービスを提供。
・有効期限：新婚夫婦は婚姻届提出日から２年間有効

結婚予定カップルはカード発行日から２年間有効
※結婚予定カップルは、婚姻届提出時に有効期限を２年間

延長が可能（最大で４年間有効）】
・カード形態：紙版カード・デジタル版カード（ホームページから会員登録）

※紙版カードは、市町村と連携し、婚姻届提出時に窓口において配布

③とちぎ笑顔つぎつぎカードの発行（子育て支援パスポート事業）
H19年度から妊産婦や18歳未満の子どものいる世帯

を対象に事業協賛店舗から特典サービスを提供。
※カードは、市町村と連携し、妊娠届提出時に窓口において配布

事業概要（取組の特長）

（全て平成31年３月末現在）
① とちぎ結婚支援センター実績

・会員数：2,870名（男性：59.6％ 女性：40.4％）
・お引き合わせ組数：2,383組
・交際発展組数：993組
・成婚者数：33組66名（会員×会員）

66名（会員×非会員） 合計 132名

②－１ とちマリカード登録者数
・紙版カード：6,756枚（※市町村への配布枚数）
・デジタル版カード：858枚

②－２ 協賛店舗数：321店舗（143企業）

③ とちぎ笑顔つぎつぎカード協賛店舗数：3,333店舗（887企業）

＜事業推進上の課題＞
・結婚を地域全体で支援する気運の醸成
・会員及び協賛企業の獲得
・継続的な財源の確保

＜横展開に向けての提言＞
○国による財政支援
○広域的な連携

・平成２８年：59,788千円（一財・地方創生・地域少子化）
・平成２９年：57,714千円（一財・地方創生・地域少子化）
・平成３０年：47,418千円（一財・地方創生）
・平成３１年：49,233千円（一財・地域少子化）

事業推進上の課題等

事業の成果等

予算推移
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１．事業目的
独身男女の結婚の希望実現、少子化対策

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①ＡＩを活用したシステムと相談員による伴走型支援
・ＡＩが相性の良い相手をお薦めするなどサポート
・センター相談員が対面で丁寧に対応

②自走可能な運営に向けた官民連携の枠組み

・県と市町村・企業等（３７市町村・４２企業等）から組
織される運営協議会がセンターを運営

（運営費は個人会員の登録料、企業会員の負担金で対応）

・センターの設置・運営に必要な人材や場所は、市町村・
企業・県が連携して確保

③若い世代に向けたライフデザイン構築支援

・若い世代を対象とした結婚に対する意識啓発、ライフデ
ザインなどに関するセミナー等を実施

＜事業推進上の課題＞
・個人会員の確保
・企業会員の拡大

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援
平成３１年度も継続し、地域少子化対策重点推進
交付金の交付決定を受けている。事業が軌道に乗る
までのイニシャルコストに対して財政支援により後
押しすることを要請する

○その他
会員確保、周知のため経済界への働きかけが重要

結婚の希望を叶えるための取組 「ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンター事業【埼玉県】」

・個人会員仮登録状況
８／１から募集開始し、半年で１，７３１人が登録

・交際組数 ３５２組
・成婚退会組数 ３組

（平成３１年３月末現在）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成３０年度：２５，５９１千円

（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年度：２７，１１６千円
（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・未婚化が進み、男性の４人に一人が生涯未婚の可能性があ
る一方で未婚者の約９割は結婚を希望

・現在は人口が増加傾向にあるが、数年内には人口減少に転
じるという将来推計もある
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取組の背景

＜事業推進上の課題＞
・「縁結びｉｓｔ」及び利用登録者の増加
・結婚支援に取り組む企業の増加及び取組の充実

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

地域の実情に応じた取組を継続・強化するため、
地域少子化対策重点推進交付金の安定的確保と
運用の弾力化が必要

結婚の希望を叶えるための取組 「結婚支援推進事業【石川県】」

１．事業目的
成婚数の増加

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
市町・企業と連携して結婚支援を推進する拠点として、

「いしかわ結婚支援センター」を設置（H28）、官民一体で結婚支援
の取組を推進

①出会いの機会の提供
◆お見合いの仲介を行うボランティア「縁結びｉｓｔ」（えんむすびすと）の

養成・支援、取組促進
・市町職員が先進市町の優良事例を学ぶセミナーの開催
・「縁結びｉｓｔ」による市町イベントでの出張相談会の開催
・市町結婚相談員向けスキルアップ研修会の開催 など

◆従業員への出会いの機会の提供に取り組む企業を
「いしかわ婚活応援企業」として認定・支援
・企業同士の情報交換会の開催
・企業による合同交流会の開催支援
・積極的な取組を行う企業を表彰 など

②経済的負担の軽減・社会全体で応援する気運の醸成
◆結婚予定のカップルや新婚夫婦が協賛店舗で特典を受けることが
できる 「石川しあわせ婚応援パスポート」（愛称：婚パス）制度の創設

（H30.11月利用開始）

・「縁結びｉｓｔ」 H27.3月：253人 → H31.3月：500人
・「縁結びｉｓｔ」による成婚数 771組（H17～H30.3月）
・「いしかわ婚活応援企業」認定数 188社（H28～H31.3月）
・「石川しあわせ婚応援パスポート」交付数 1,298組

協賛店舗数 620店舗
(H30.10月～H31.3月）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：30,000千円（地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：31,000千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年：31,000千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金)

予算推移

事業推進上の課題等

◆県民の結婚の希望 ※複数回答（H25県民意識調査）

・未婚者の約7割が結婚を希望
・結婚していない理由 「相手がいない」 約6割

「経済的理由」 約4割 など

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・ 結婚支援を希望しない人に配慮した事業展開
・ 企業が従業員を支援しやすくするため、婚活が前面に

出ない交流支援が必要

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 地域少子化対策重点推進交付金の

運用の弾力化

結婚の希望を叶えるための取組 「職場の出会い応援事業【福井県】」

１．事業目的
職場を通じた出会いの機会創出・拡大

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①従業員の出会いと結婚を応援する「ふくい結婚応援企業」を

募集・登録
・結婚応援企業への登録を呼びかける「職場の縁結び普及員」

を委嘱（Ｈ２７～）
・各企業・団体に独身者をサポートする「職場の縁結びさん」の

配置を依頼し、県の結婚支援事業の情報発信と出会いの機
会を創出（Ｈ２７～）

②企業間交流会の橋渡しや交流セミナーなどを企画運営する
「企業間交流婚シェルジュ」を配置（Ｈ３０～）

・ふくい結婚応援企業登録数（平成３１年３月末現在）
３１６社

・職場を通じた交流人数
平成２８年度 ７３５人
平成２９年度 １，０８３人
平成３０年度 ２，３１９人

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年： ４９２千円（一財）

・平成２９年：２，１６１千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：５，６７３千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年：５，３３２千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・夫婦が出会うきっかけは、「職場や仕事で」が最も多く、33.2％。
（第15回出生動向基本調査（H27））

・県内には中小企業が多く、企業内での出会いの機会が限られる。

取組の背景

A社 B社

企業間交流婚シェルジュ

問合せ
紹介

交流会の開催

職場の縁結びさん
職場の縁結びさん
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＜事業推進上の課題＞
国の交付金を活用して事業を実施していたが、設置後

３年経過したものは補助対象外

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

地域少子化対策重点推進事業交付金の結婚支援
センター運営費等に対する支援を継続・拡充すると
ともに、市町村の活用が進むよう、補助対象や補助率
を拡充すること。

結婚の希望を叶えるための取組 「婚活支援センター事業【長野県】」

１．事業目的

長野県婚活支援センターを中心として、多様な出会いの機会
を創出するとともに、結婚しやすい環境づくりを推進

２．取組の特長
○「長野県婚活支援センター」の開設（H28.10）

・市町村や企業等と連携した、県内の結婚支援の拠点
○しあわせ信州婚活サポーター（個人）・応援団（団体・企業）

の認定

・出会いの相談や仲介をボランティアで行う個人の活動を

支援

・応援団が実施するイベント情報をポータルサイト「ハピネ

スナビ信州」で発信

○「ながの結婚マッチングシステム」の運用（H23～）

・県内37箇所の公的結婚相談所が利用

・結婚希望者のプロフィールを検索するデータシステムを

活用して、広域的な出会いの機会を提供

これまで延べ1,213組（H23～29）が行政の支援により結婚

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年： ９，１５０千円（少子化対策交付金）
・平成２９年：１１，９４８千円（一財・少子化対策交付金）
・平成３０年：１３，０７９千円（一財・少子化対策交付金）
・平成３１年： ９，６３９千円（一財）

予算推移

事業推進上の課題等

○未婚化・晩婚化が進行する一方で、未婚者の約８割が結婚
を希望

○県内に約70ある市町村等の公的結婚相談所を活かすため、
相談所間の連携強化が必要

○結婚や子育てに不安を抱き、結婚に踏み切れない若者が
多い

取組の背景

H24 H25 H26 H27 H28 H29
県・市町村計 114 145 180 225 233 219
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１．事業目的
県の結婚支援の拠点である、ぎふマリッジサポートセンターを中
心に、県と市町村、ボランティア等が連携しながら、出会いから成
婚までの継続した支援体制を整備

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①市町村と連携した「広域お見合いシステム」

県内市町村結婚相談所をネットワークでつなぎ、市町を越えた
マッチングを実施。登録後はパソコンやスマートフォンでの会
員情報の検索や閲覧が可能。

②幅広く参加しやすい出会いの場の提供
企業等（出会いの場提供団体）が主催する婚活イベントの情報
提供

③婚活サポーターの養成等

④ライフプラン講座の開催

⑤婚活のスキルアップを図る「婚活スクール」の開催

⑥アドバイザー設置による企業の結婚支援等の促進

・ネットワーク参画市町村及び会員数
平成２７年度 １３市町村 ３２１人
平成２８年度 ２１市町村 ５６１人
平成２９年度 ２２市町村 ９０５人
平成３０年度 ２３市町村 １，１９３人

・出会いの場提供団体新規登録数（累計）
平成３０年度 ２０１団体

＜事業推進上の課題＞
女性会員が少ない（男 : 女＝７ : ３）

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

事業が安定的に強化して実施できるよう、地域少子化
対策重点推進交付金のセンター運営費等に対する支援
を継続するなど、運用の弾力化と予算規模の拡充を要
請したい。

結婚の希望を叶えるための取組 「結婚支援事業【岐阜県】」

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移

・平成２８年：３２，１１０千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成２９年：４３，０００千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：４９，５１５千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年：４３，０１９千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金※）
※企業の結婚支援等の促進事業分のみ

予算推移

事業推進上の課題等

・独身である理由は、男女ともに「適当な相手にめぐり会わない
から」が第１位（Ｈ３０県民意識調査）

・各市町村ごとに単独で運営していた結婚相談所をH26.10から
ネットワークでつなぎ、ネットワークに登録した者の中からお見
合いを行える仕組みを構築。独身者の出会いの機会を増やす
ためには、お見合いの会員を増やす必要がある。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
○ 「プラチナ出会い応援団」 、「出会い応援団」 及び 「婚

活協力団体」 相互の引き合わせや情報交換の活性化

＜横展開に向けての提言＞
○ 規制緩和 なし
○ 財政支援 地域少子化対策重点推進交付金（内閣府）

・ 事業採択に当たり、継続事業についても対象とすべき
・ 全額国庫補助による財政支援が必要

結婚の希望を叶えるための取組 「「あいこんナビ」を活用した結婚支援事業【愛知県】」

１ ポータルサイト 「あいこんナビ」 の活用
○ 平成23年10月

一般独身男女に対し、市町村や非営利団体（「出会い応援団」）
の行う婚活イベント等の情報提供を行う 「あいこんナビ」 を開設

○ 平成27年７月～
従業員の結婚支援に積極的な企業を 「婚活協力団体」 として

登録し、企業と連携した情報提供を開始
○ 平成29年４月～

婚活イベントを企画・主催する団体を 「プラチナ出会い応援団」
として登録し、「婚活協力団体」の要請に応じたイベントを実施

２ 企業への働きかけ
○ 「婚活協力団体」 の登録促進

・ 経済団体への登録依頼、 企業訪問による登録促進 等
○ 企業における結婚支援実態調査の実施 （平成29年度）
○ 企業結婚応援フォーラムの開催 （平成29年度）

３ 結婚への意識啓発
○ 若い世代を対象としたライフプランニング支援 （平成30年度）

○ 「あいこんナビ」登録団体 （H31.4月末現在）
出会い応援団 63団体、プラチナ出会い応援団 15団体、
婚活協力団体 120団体

○ 平成30年度実績
・ 1,133企画に18,941人が参加 → カップル成立 2,316組
・ 「あいこんナビ」 アクセス件数 93,714件

事業概要 （取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２９年：９，８００千円 （全額国庫）
・平成３０年：１，７４８千円 （県費1/2、国庫1/2）
・平成３１年：１，２６８千円 （県費1/2、国庫1/2）

予算推移

事業推進上の課題等

○ 県民の意識
・ 県内の未婚率（30～34歳） 男性 46.3％、女性 29.9％ （※１）

・ 結婚の意思 「いずれ結婚するつもり」 82.8％ （※２）

・ 独身にとどまっている理由 （※２）

「結婚したい相手に巡り会わないから」 41.5%
「経済的な余裕がないから」 22.9%
「独身の自由や気楽さを失いたくないから」 22.3%

（※１ 総務省「平成27年国勢調査」 、 ※２ 愛知県「少子化に対する県民意識調査」（平成30年度）

○ 県として、従業員の結婚支援に積極的な企業等と連携し、独身
従業員に対して「出会いの場」を提供する取組が必要

取組の背景

11



＜事業推進上の課題＞
・一定の広がりをもった地域での連携した取組の充実

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 地域少子化対策重点推進交付金の運用の

弾力化

結婚の希望を叶えるための取組 「みえの出逢い支援事業【三重県】」

１．事業目的
・結婚を希望する方に出逢いの場がニーズに応じて提供される
とともに、多様な主体が、それぞれの立場で結婚支援にかかる
取組を推進し、県内各地域で結婚を支援する体制が整ってい
る状況をめざす。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
○みえ出逢いサポートセンターを中心に取組を実施

・団体、市町など（「出逢い応援団体」）の実施する出逢いの場な
どの情報を会員に対し提供

・従業員の結婚支援に積極的な企業を 「出逢いサポート企業」
として登録、従業員などへの情報提供

・出逢い応援団体に対し、イベント企画、運営などのサポート。
・令和元年度より「地域サテライト事業」として、県内5地域に出

向き、県民や団体などからの相談を受け付ける。
・センターを通じてカップルとなった方へのアフターフォローを実

施。令和元年度からは、カップルで使用できるクーポンサイトを
開設。

・会員数 3,834人
・出逢い応援団体登録数 161団体
・出逢いサポート企業登録数 207企業
・出逢いの場の情報提供数 758件
・イベント参加者数 6,760人
・カップル成立数 511組

※ H26.12～H31.3の累計

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：12,444千円（一財・地方創生）
・平成２９年：102,031千円（一財・地方創生、地域少子化）
・平成３０年：7,791千円（一財・地方創生）
・平成３１年：6,541千円（一財・地域少子化）

予算推移

事業推進上の課題等

・晩婚化・未婚化が進み、少子化の大きな要因となっている。
・県の実施した調査によると20～30歳代の未婚者の多くが「いず

れ結婚するつもり」と回答し、結婚に対する希望が高いが、「50歳
時未婚率」、「平均初婚年齢」も高くなっており、理想と現実に
ギャップが生じている。

・未婚者が結婚していない理由として「出逢いがない」「理想の相
手に出逢えていない」が上位。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・個別お見合い会員数及び成婚数の減少
・個人への周知、市町・企業等による一層の周知・事業

協力
＜横展開に向けての提言＞

○規制緩和 なし
○財政支援

地域少子化対策重点推進交付金の補助対象・補助率の
拡充、継続事業の補助対象化、補助申請手続きの簡素化

結婚の希望を叶えるための取組 「出会い支援事業 【兵庫県】」

１．事業目的

進行する未婚化・晩婚化に対して、出会いイベント・個別お見合
い紹介等を通じて独身男女の出会い・結婚を支援

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①ひょうご出会いサポートセンターの運営

県内10カ所及び東京にセンターを設置し、個別お見合い等を実施
・H31.4より、県内10カ所の地域出会いサポートセンターで日曜

を開館（土日ともに開館）※県内4ｾﾝﾀｰ開館（H30)⇒全10ｾﾝﾀｰへ

・東京・神戸間では、Skypeでのお見合いを実施（H30.3～）
・お見合い会費は、5,000円／年（20代会員は3,000円／年）とし、

若年層が参加し易い仕組みづくり（H29.1～）
②出会いイベント（「あいサポ」イベント）の実施

団体会員・個人会員を対象に、応援団（協賛団体）が自主開催す
る交流イベントを案内し、独身男女の出会いの場を提供
③専門職向け出会いイベントの開催（R元年度：20回）

看護師、保育士等の女性専門職を対象に、出会いイベントを実施
④若者向けライフプランセミナーの開催（R元年度：10回）
⑤ボランティア（こうのとり大使）の活用

各地でこうのとり大使（H31.3末：361人）による縁結び交流会を実施
⑥広報ＰＲの強化

センターの周知等のため、主に若年層に訴求する取組を実施
・ＬＩＮＥを活用した広報・情報発信、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの検索連動型広告

・成婚実績（事業開始時からの累計） １，５９０組
（個別お見合い：７９５組、出会いイベント：７９５組）

・個別お見合い会員数： ４，９７８人（男性：2,389 、女性：2,589）

・出会いイベント個人会員数 ５，２５４人
・出会いイベント団体会員数 １８１団体

・出会いイベント協賛団体数 ２２１団体
（以上、平成３１年３月末時点）

・出会いイベント実施回数・参加者数 ２１６回・６，２８９人
（平成３０年度実績）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：159,423千円（一財・地方創生・地域少子化）

・平成２９年：124,158千円（一財・地方創生・地域少子化）

・平成３０年：130,035千円（一財・地方創生・地域少子化）

・平成３１年：134,980千円（一財・地方創生・地域少子化）

予算推移

事業推進上の課題等

・少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化が進行
・本県では、未婚者のうち、結婚願望がある者は６割以上で、男女ともに、
若年層ほど結婚願望が高い。また、未婚・独身でいる理由は、「いい相手
が見つからない」が最も多い（H30年度本県県民意識調査）。

取組の背景

新

拡

13



＜事業推進上の課題＞
・各府県での単独事業は既にやり尽くした感がある。
・全国共通の課題を把握するとともに、事業効果が見
込める次期対策を画一的に打ち出していく必要があ
る。

＜横展開に向けての提言＞
○財政支援

・国庫補助率の引き上げ

結婚の希望を叶えるための取組 「結婚支援事業【和歌山県】」

１．事業目的
少子化の大きな要因である未婚化、晩婚化の流れを変える

ため、県内様々な地域において、独身男女の出会いの場を創
出する。

また、若い世代を対象に、結婚から子育てまでのライフデ
ザイン構築に係る包括的な情報の提供等を通じ、将来の結婚、
出産への希望を育む。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
○県主催婚活イベントを県内各地域で年10回開催

・うち、5回はイベント実施前に事前セミナーを開催
・また、登録のある結婚サポーターを積極的に活用し、イ

ベント時の仲人役に登用

○大学生を対象としたライフプランセミナーを開催
・医学的な視点に加え、結婚・子育ての喜びや仕事と子育

ての両立の仕方、やり甲斐等についての講義を開催

○結婚支援セミナーを年3回開催
・結婚を希望する独身者や独身者を支援する方を対象とし

た幸せな結婚や人生の選び方についてのサポートを行う
講座を開催

（平成３１年３月末現在）
○婚活イベント会員数 ２，０２３人

（男性１，００３人、女性１，０２０人）
○会員同士の成婚者数 １８組
○会員と非会員の成婚者数 ２０８組
※県主催イベント等を通じて、結婚への意識が向

上したと考えられる。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：１０，７８７千円 ・

・平成２９年： ６，１８５千円 ・

・平成３０年： ６，８７０千円 ・

・平成３１年： ６，１４６千円 ・

予算推移

事業推進上の課題等

少子化という喫緊の課題を解決し、県長期総合計画に掲
げている、2026年における合計特殊出生率2.00を達成する
ため、結婚・出産の希望が叶う社会を実現する。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
県全体の婚姻数の増加に結び付けるため，若者の結婚行
動の変容を促す取組が必要

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 地域少子化対策重点推進交付金の運用の弾

力化，対象範囲の拡大等の見直しを要請

結婚の希望を叶えるための取組 「出会い・結婚支援こいのわ事業【広島県】」

１．事業目的
少子化という危機的な課題を克服するため，結婚を希望する男女
の希望をかなえるべく，出会いの場の創出や県民全体で結婚を
応援する機運の醸成を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①みんなでおせっかい「こいのわ」プロジェクト事業

・若者が参加しやすいインパクトのあるイベントの開催
（ウォーキングサッカー，果物狩りなど）

・企業・経済団体との連携による出会いイベントの開催
・婚活人口の拡大を図る広報・啓発PRの実施

（地元スポーツ球団と連携したPRなど）
②みんなでおせっかい「こいのわ」イベント事業

・より多くの出会いを創出し，県民全体の出会い・結婚の機運を
高めるため民間の飲食店舗等との協働による
「こいのわカフェ」を実施

③ひろしま出会いサポーターズ構築事業
・地域で結婚支援やカップルフォローを行う「ひろしま出会いサ

ポーターズ（団体ボランティア）」の任命
・「こいのわカフェ」の運営支援やカップルフォローを行う「こいの

わボランティア（個人ボランティア）」の育成

・ひろしま出会いサポートセンター登録会員数：
13,646人（平成31年３月末現在）

・センター登録会員の成婚報告実績：
330組（平成31年３月末現在）

・ひろしま出会いサポーターズ任命団体数：
35団体（平成31年３月末現在）

・こいのわイベント（平成31年３月末までの累計）：
イベント回数468回，参加者数17,079人，マッチング2,445組事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移

・平成２８年：４２，２１１千円（一財，地域少子化対策重点推進交付金）

・平成２９年：３４，３７３千円（一財，地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：３１，４９４千円（一財，地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年：３１，４８１千円（一財，地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・未婚化・晩婚化の進行により晩産化も進行。
◆25歳～39歳の有配偶者率

男性：(H17)50.9％⇒(H27)49.8％，女性：(H17)60.4％⇒(H27)59.0％
◆平均初婚年齢（人口動態統計）

男性：(H17)29.3歳⇒(H29)30.5歳，女性：(H17)27.6歳⇒(H29)28.9歳
◆第１子出産年齢（母親）：(H17)28.8歳⇒(H29)30.1歳

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・県が実施する当事業に対する県民の期待は大きく、今
後も安定的・継続的に実施するためには、地域少子化
対策重点推進交付金による財政支援が必要。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

事業の安定的・継続的な実施のため、地域少子化
対策重点推進交付金の運用の弾力化と必要な財
源の確保、及び補助制度の恒久化 により、引き続
き財政支援を要請したい。

結婚の希望を叶えるための取組 「ぶち幸せおいでませ！結婚応縁事業【山口県】」

１．事業目的
結婚を希望する独身男女に出会いの場を提供し、交際への移
行、成婚数の増加を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）

①やまぐち結婚応縁センターの運営（会員制のマッチングシステム）

○マッチングシステムの機能強化
・年齢、年収、趣味等の自分の登録状況と、相手方が希望す
る条件との適合状況をシステム上で可視化する機能を導入

②結婚応縁スクールの開催

○魅力度アップセミナー
・通年で独身男女別に、３回ずつのセミナーを実施
○結婚応縁企業向けセミナー・交流会
・企業内婚活サポーター向けに、セミナー・交流会を実施

○その他、独身者向けと親世代向けにセミナー・交流会
③ライフデザイン形成支援

「学校内子育てひろば」の開設支援や、 高校生向けにライフデ
ザインセミナーの講師を派遣

④その他の取組
結婚応援団（民間婚活ｲﾍﾞﾝﾄ支援）、結婚応縁企業（企業内婚
活ｻﾎﾟｰﾀｰの配置）、結婚応援ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ（社会全体で結婚の気
運醸成）

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算推移

事業推進上の課題等

・生涯未婚率や初婚年齢の上昇、婚姻件数の減少など、未婚化・
晩婚化が進行している。

・未婚者の多くが男女とも「いずれ結婚するつもり」と回答。
・未婚の理由は、「相手と知り合うきっかけがない」が最も多い。

・やまぐち結婚応縁センター（平成３１年３月末現在）
登録会員数 １，２６３人
引き合わせ件数 ５，１３９件（累計）
成婚件数 ７２件（累計）

・結婚応縁セミナー＆交流会
開催回数１３回、参加者９５１人、カップル成立数１８９組
※H28～30年度、県開催の独身男女向けイベント実績

予算の推移 ※国庫は地域少子化対策重点推進交付金を活用

・平成２８年：５６，７１６千円（国１０/１０）
・平成２９年：６３，２２０千円（国県：１/２）
・平成３０年：５９，２１４千円（国県：１/２）
・平成３１年：６１，０６４千円（今年度からほぼ単県）

取組の背景
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拡

新

新

拡

＜事業推進上の課題＞
・マリッサとくしまの認知度の向上
・市町村、企業等における結婚支援の更なる促進
・独身者へのフォローの充実

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

地域少子化対策重点推進交付金の運用の弾力化

結婚の希望を叶えるための取組 「とくしま結婚支援プロジェクト【徳島県】」

１．事業目的
独身者の結婚の希望を叶えるため、出会いの場を積極的に提供

するとともに、市町村、企業・団体や個人と連携し、社会全体で結婚
を応援する機運を醸成する。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
「とくしまマリッジサポートセンター（マリッサとくしま）」を拠点とした

結婚支援を実施
○マリッサとくしまの運営（平成２８年７月３１日開設）

・希望の相手を検索するシステムを活用した1対1のマッチング
・出逢いイベントの運営
・プチコン（気軽な出逢い）の運営
・結婚応援セミナーの開催 等

○市町村、企業等における結婚支援の促進
・独身従業員等の結婚を応援する協賛企業・団体の登録促進
・市町村、企業等とのネットワーク会議の開催

○独身者の背中を後押しする阿波の縁むすびサポーターの養成
○県内の魅力を体感できるイベントモデルの構築

・県内の地域資源やイベントを活用した魅力的な出逢いイベント
の開催

○「個別相談会」を開催。企業・団体間交流アドバイザー設置

○マリッサとくしま開設後の実績（平成３１年３月末時点）
・マッチング会員数 ８１１名
・イベントユーザー会員数 ２，０２７名
・カップル成立報告数 ７２２組
・成婚報告数 ２５組

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移

・平成２８年：５７，０００千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成２９年：４６，０００千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：３７，４００千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年：２６，１００千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

6月補正： ４，４００千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

○少子化の要因の一つである未婚化が進行。
○独身者の約８割が結婚を望んでおり、

約半数は出会いの少なさを障壁と考えている。
（徳島県「県内未婚者の結婚及び婚活に対する意識等調査（H29）」）

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
・認定店舗の一層の拡大
・認定店舗のフォローアップ

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

事業を継続・強化して実施できるよう地域少子化対策
重点推進交付金の拡充と運用の弾力化を行うこと。

結婚の希望を叶えるための取組 「縁結び・子育て美容－ｅｋｉ拡大事業【香川県】」

１．事業目的

・情報不足による育児の不安を解消し、子育てや結婚を希望する独身

者を社会全体で応援する支援者を増やすことを目的としている。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
・理美容院・リラクゼーションサロン・整体院等を対象に、香川県の子育
て家庭や子育て支援の現状、結婚支援について学ぶ講習会を実施。

・受講者には、修了証を、受講修了者がいる美容院等には認定ステッ
カーを交付。

・平成30年度からは、顧客との会話の中で出た疑問点へのフォロー
アップ等、事業全体の企画運営に携わる「美容-eki普及推進員」を配置。

・「美容－eki新聞」を発行し、認定店舗の紹介や事業周知を行う。

・平成31年度からは、新たに結婚や出産等ライフイベントごとに家庭と
の関わりが多い保険代理店等を対象に追加。

・受講修了者にメールマガジンを配信するなど継続的な情報配信を実
施。

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：―
・平成２９年：８，９９１千円（地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：５，０６６千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

取組の背景

・子育て相談窓口に来ることができない親の支援が課題であり、地域と子
育て相談窓口をつなぐ仕組みと人材の発掘・育成が必要となっていた。
・県内では、美容院（約2,400店舗）の店舗数が多い。
・美容院やネイルサロンで、顧客が美容師らに対し、顧客本人やその息
子・娘の結婚や子育ての悩みを打ち明けている実態があった。

●認定店舗数（累計） ： 422店舗（平成31年3月末時点）

●美容師等が相談を受けた際、適切な情報提供をしたり、かがわ
縁結び支援センターや子育て支援施設等につなぐことが可能と
なった。

●地域ぐるみで結婚を希望する者への支援や子育てを応援する
仕組みが拡大した。

拡

拡

・平成３１年：５，０６６千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）
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＜事業推進上の課題＞
・マッチングシステムの新規会員登録者のさらなる獲得
・出会いイベントの多様化と県内全域での開催
・婚活サポーターの増加

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援

地域少子化対策重点推進交付金の運用の弾力化

結婚の希望を叶えるための取組 「総合的な出会い・結婚支援事業【高知県】」

１．事業目的
出会いや結婚への支援を希望する独身者への出会いの機会を

拡充し、結婚の希望をかなえる

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
独身者の出会いのニーズに応じられるよう総合的な支援を実施
①マッチングシステムによるお引き合わせ（H28.4～本格稼働）

・こうち出会いサポートセンター開設（県内３カ所）
・ビッグデータの分析手法の導入
・出張登録閲覧会の開催
・お試し会員登録の実施

②地域の出会いイベント支援
・高知家の出会い・結婚・子育て応援団が実施するイベントへの補助

・応援団へのイベントアドバイザー、ファシリテーターの派遣
※県主催の出会いイベント（H21～H29）は民間主催の出会い

イベントが多くなってきたことから事業を終了
③婚活サポーターによる地域の独身者の支援

・結婚への支援を望む地域の独身者をボランティアで応援する
方を養成、登録（H22.11～) ※サブサポーター(H30.11～)

・独身者のお引き合わせ、イベント情報等の提供
・婚活サポーター全県協議会の設置

・マッチングシステム
累計会員登録数（H28.1～H31.3） １，６７２人

・応援団による地域の出会いイベント（H19年度→H30年度）
イベント数 １０回 → １５６回
参加者数 １６４人 → ３，１６８人

・婚活サポーター １０４人 うちサブサポーター１９人
（平成31年３月末現在）

・県の支援を通じた成婚報告数（H19年度～H30年度） 221組事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移

・平成２８年：４３，８５８千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成２９年：７４，４９２千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３０年：５６，２６４千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

・平成３１年：４８，２４８千円（一財・地域少子化対策重点推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・未婚化・晩婚化の進行
生涯未婚率（S55→H27）

男性 3.18% → 24.82%   女性 4.27% → 16.48%

平均初婚年齢（S55→H29）
男性 27.7歳 → 30.9歳 女性 25.1歳 → 29.4歳

・結婚していない理由は「適当な相手にめぐり会わない」が第１位
（H27年度県民意識調査）

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
各県において周知宣伝を図り、発信するイベント数の増加
及びメルマガ会員登録数の増加を図る必要がある。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

結婚の希望を叶えるための取組 「メールマガジン「あかい糸めーる」共同利用事業【福岡県】」

１．事業目的
県域を越えた出会いの機会の拡大を図る。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①福岡県では、独身者に対して、出会いの場を提供し、結婚の

きっかけづくりを行う「出会い・結婚応援事業」を実施しており、
この取組みの一つとして、出会いのチャンスをメールで届ける
メールマガジン「あかい糸めーる」を運用してきた。

②九州地域戦略会議（九州地方知事会と経済団体で構成）にお
ける「九州・山口出会い応援プロジェクト」として、H28年9月、
メールマガジン「あかい糸めーる」をリニューアルし、九州・山口
各県での共同利用を開始。

③これにより、福岡県のみならず、九州・山口各県で開催される
出会いイベント情報を独身男女に配信し、県域を超えた出会い
を応援することが可能となった。

・メールマガジン「あかい糸めーる」会員登録数
H29年3月末 ６，８０９人
H30年3月末 ７，８６４人
H31年3月末 ９，１４７人

事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：６，３２４千円（一財）
・平成２９年： ３２４千円（一財・地方創生推進交付金）
・平成３０年： ３２４千円（一財・地方創生推進交付金）
・平成３１年： ３３０千円（一財・地方創生推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化が進行。
・独身に止まっている理由として「適当な相手に巡り会わない」が

男女とも高く、年代が上がるにつれ、その割合は上昇。

取組の背景
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＜事業推進上の課題＞
少子化の進行が企業活動の維持に大きな影響を与えるこ
とを理解していただく必要があること、及び「セクハラ・パワ
ハラの懸念がある。」「多様な価値観に対して優先順位を付
ける印象を与えるのは避けたい。」といった内容を訴える企
業・団体も多く見られることから、事業目的を丁寧に説明す
る必要がある。

＜横展開に向けての提言＞
○規制緩和 なし
○財政支援 なし

結婚の希望を叶えるための取組 「企業トップによる結婚応援宣言推進事業【福岡県】」

１．事業目的
職場から結婚を応援する雰囲気を作り出し、それを社会全体に
広げることで、社会全体で結婚を応援する気運を高める。

２．取組の特長（特に工夫している部分に下線）
①「結婚応援宣言」とは、個人の考え方や価値観を尊重しつつ、

結婚を希望する独身者の願いが叶うよう、必要な環境整備や
支援内容について、経営者自らが宣言し、その実現に取り組
んでいただくもの。福岡県は、宣言内容をホームページやリー
フレットなどで広く周知を図る。（H28.4～）

【宣言内容例】
・従業員を対象とした出会いイベントを年２回開催します。
・出会いイベントへの参加費を補助します。
・従業員に対する結婚祝い金制度を創設します。
・結婚記念日休暇を創設します。
・結婚後・出産後も働きやすい職場環境づくりに努めます。

②この取組みに弾みを付けるため、H28.12月に、内閣府少子化
対策担当大臣や地元経済界のトップをはじめ県内の多くの企業
経営者に参加していただき、「結婚応援宣言大会」を開催。

・結婚応援宣言を行っている企業・団体数
H29年3月末 ５６０団体 → H31年3月末 １，５３１団体
※９７１団体の増加

・この取組みを参考に、九州地域戦略会議（九州地方知事
会と経済団体で構成）が、「九州・山口 結婚・子育て応援
企業フォーラム」を開催（H30.10.31）事業概要（取組の特長）

事業の成果等

予算の推移
・平成２８年：４，６２２千円（地域少子化対策重点推進交付金）

・平成２９年： ９４１千円（一財・地方創生推進交付金）
・平成３０年： ９３９千円（一財・地方創生推進交付金）
・平成３１年： ７３５千円（一財・地方創生推進交付金）

予算推移

事業推進上の課題等

・少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化が進行。
・県の調査では、多くの若者が結婚を希望し、子どもを持ちたいと

いう結果が出ており、未婚化・晩婚化の流れを変える社会的気
運を高めていく必要。

取組の背景
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